
豊田市再犯防止推進計画

令和４年度～令和７年度

豊田市

令和４年 3月

～あなたの再出発を応援します～





はじめに 
令和３年版再犯防止白書によると、我が国の刑法犯の
検挙者数は平成 16 年の 389,027 人をピークに毎年減
少を続けており、令和２年の検挙者数は 182,582 人と
なっています。 
しかし、検挙者のうち再犯者の数の減少幅は少なく、
再犯者の占める割合は年々増加し、令和２年の再犯者率
は 49.1％と、調査を開始した昭和 47年以降過去最高と
なっており、再犯防止対策の必要性・重要性が広く認識
されています。こうした状況の中、政府は「再犯の防止
等の推進に関する法律（平成 28年 12月施行）」に基づ
き、平成 30年度から 5か年の「再犯防止推進計画」を
策定し、再犯防止等に関する様々な施策を総合的に推進しています。 

犯罪をした人の中には、福祉的な支援が必要であるにもかかわらず、地域や社
会との関わり等がないため、必要な支援が受けられないまま孤立し、再び罪を犯
してしまう人も少なくありません。 
刑務所や保護観察所といった刑事司法関係機関において、福祉的な支援が必
要な人の社会復帰に向けた様々な支援が行われていますが、高齢、障がい、生活
困窮等、様々な生きづらさを抱える人を支援するためには、地域の実情に即した
福祉的な知見やネットワークが求められ、刑事司法関係機関による取組には限
界があります。 

本市においては、令和 3 年 4 月から、重層的支援体制推進事業として、身近
な地域で世代や属性を超えて相談を受け止め、必要な支援機関に繋ぎ、様々な支
援機関の連携の下で支援していく体制が整備されています。 
こうした体制を活かし、本計画では、福祉的な支援が必要な対象者が地域で社
会生活を送る中で、様々な立場からの見守り、関係者間での定期的な情報交換等
により、対象者が孤立しないよう伴走型の支援を進めてまいります。
また、ボランティアとして活躍していただいている保護司会や協力雇用主会
をはじめとした民間協力団体への支援、市民への周知・啓発など、刑事司法関係
機関との連携の下、再犯の防止等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、市
民が安全で安心して暮らせる社会の実現を目指してまいります。 

最後に、本計画の策定にあたり、多くの貴重な意見をいただいた皆様に心から
感謝を申し上げるとともに、引き続きの御理解と御協力を賜りますようお願い
申し上げます。 

令和４年３月
豊田市長 太田 稔彦 
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第１章 計画の策定にあたって

 第 1 章では、「豊田市再犯防止推進計画」の必要性や概要な
どについて説明しています。 

  内容 
１ 計画策定の背景  
２ 計画の位置付け  
３ 計画期間  
４ 計画の策定体制 
５ 計画の対象者 
６ 再犯防止と SDGｓ 
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１ 計画策定の背景 

 全国の刑法犯の検挙者数や、刑法犯検挙者中の再犯者数は毎年減少している
一方で、初犯者数が大幅に減少していることもあり、再犯者率は高止まりしてお
り、再犯を防止することが重要な課題となっています。 
過去、平成１６年から平成１７年にかけて重大再犯事件が続出し、出所者の再
犯防止が課題となっていたことから、「再犯防止に向けた総合対策」（平成２４
年）、宣言「犯罪に戻らない・戻さない」（平成２６年）、「薬物依存症・高齢犯罪
者等の再犯防止緊急対策」（平成２８年）など、国では様々な取組を行ってきま
した。 
また、平成２８年１２月には「再犯の防止等の推進に関する法律（以下「再犯
防止推進法」という。）」が成立し、国が「再犯防止推進計画」を策定すべきこと
や、地方公共団体にも再犯防止に取り組む責務が示されたほか、地方再犯防止推
進計画の策定が努力義務として位置付けられました。 
こうした背景の下、豊田市では、犯罪をした者等の円滑な社会復帰を支援する
ことで、市民の犯罪被害を防止することを目的とした「豊田市再犯防止推進計画」
を策定し、再犯の防止等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、市民が安全
で安心して暮らせる社会の実現を目指していきます。 

２ 計画の位置付け 

 本計画は、再犯防止推進法第８条第１項の規定に基づく計画として策定しま
す。 
 また、社会福祉法第１０７条に基づく「第２次豊田市地域福祉計画・地域福祉
活動計画（以下「地域福祉計画」といいます。）」（令和２年）に関連する個別計
画として位置付けます。 
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第８次豊田市総合計画 

■上位計画・関連計画との関係 

３ 計画期間 

 本計画は、愛知県再犯防止推進計画や、基盤計画である地域福祉計画の終期と
合わせ、令和４年度から令和７年度までの４か年を計画期間とします。 

第２次豊田市地域福祉計画・地域福祉活動計画基盤計画

H29 H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ …

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 …

愛知県再犯防止推進計画 ５か年

第２次 第３次

年度

豊田市再犯防止推進計画 ４か年

再犯防止推進計画（国） ５か年

豊田市総合計画

豊田市地域福祉計画・
地域福祉活動計画

第１次

前期実践計画 後期実践計画
第８次

基本構想：2040年を展望

個別計画 
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４ 計画の策定体制

この計画は、「豊田市再犯防止推進計画策定委員会」を協議の場とし、具
体的な検討を行いました。また、アンケートや関係機関へのヒアリング、パ
ブリックコメントの実施を通じて、再犯防止に関わる方の意見を取り入れ
て策定しました。 

【意見聴取・実態把握】

協力雇用主アンケート

保護司アンケート 

関係機関ヒアリング

【事務局・調整】 
豊田市地域包括ケア企画課 

●豊田市の現状把握・課題等の抽出 
●市役所内関係各課との協議・調整 
●必要な取組の検討 
●計画の評価、推進体制の検討 

【協議】 
豊田市再犯防止推進計画策定委員会 

【報告】 
 豊田市社会福祉審議会 地域福祉専門分科会 

【意見聴取】パブリックコメント

豊田市再犯防止推進計画 
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５ 計画の対象者 

 本計画の対象者は、犯罪をした者又は非行少年若しくは非行少年であった者
で福祉的な支援が必要な者とし、矯正施設出所者のみならず、起訴猶予者、執行
猶予者、保護観察を終えた者等も含みます。 

６ 再犯防止と SDGｓ 

●「ＳＤＧｓ」とは、「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」
の略称であり、2019 年９月の国連サミットで 2030 アジェンダが採択され、
2030 年までに世界中で達成すべき事柄として掲げられました。17 の大きな
目標と、達成するための具体的な 169のターゲットで構成されています。 

●本市は、内閣府よりＳＤＧｓ達成に向けた取組を先導的に進めていく自治体
「ＳＤＧｓ未来都市」として選定されています。本計画においても、ＳＤＧｓ
の視点を持って、再犯防止などの課題に対応していく必要があります。 

【特に本計画と関連が強いもの】

あらゆる年齢の全ての人々の健康
的な生活を確保し、福祉を促進す
る

全ての人に包摂的かつ公正な質の
高い教育を確保し、生涯学習の機
会を促進する

包摂的かつ持続可能な経済成長及
び全ての人々の完全かつ生産的な
雇用と働きがいのある人間らしい
雇用を促進する

各国内及び各国間の不平等を是正する

持続可能な開発のための平和で包摂的な社
会を促進し、全ての人々に司法へのアクセス
を提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で
説明責任のある包摂的な制度を構築する

持続可能な開発のための実施手段を強化
し、グローバル・パートナーシップを活性化
する 
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出典：法務省ホームページ（「再犯防止推進計画」概要版）

【参考】再犯防止推進計画（国）
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【参考】愛知県再犯防止推進計画
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出典：愛知県ホームページ（「愛知県再犯防止推進計画 概要版」）

【参考】愛知県再犯防止推進計画
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第２章 再犯防止を取り巻く状況

 第２章では、統計データなどから本市の再犯防止の現状をま
とめています。 

    内容 
１ 統計データから見る豊田市の現状
２ アンケートから見る民間協力者の現状
３ 関係機関へのヒアリングから見る現状
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１ 統計データから見る豊田市の現状
（１）初犯者・再犯者の内訳

（２）刑法犯の罪種内訳（再犯） 

（３）窃盗犯の犯行時の無職者割合

出典：令和２年・法務省名古屋矯正管区提供データを基に豊田市作成 

再犯者が約半数を占めています。

 検挙者のうち、約半数が再犯

者となっています。 

 再犯を防止するための取組が

必要であると考えられます。 

窃盗犯が約半数を占めています。

 刑法犯（再犯）のうち窃盗犯の

割合が最も高くなっていま

す。(50.6％) 

 窃盗犯を減らすことで、再犯

者の数も減少すると考えられ

ます。 

・ 窃盗犯は無職者の割合が約５

割と高くなっています。 

・ 窃盗の要因である生活困窮や

社会的孤立に陥らないよう、

福祉的な支援が必要であると

考えられます。 

犯行時の約半数が無職となっています。

49.4%

50.8%

53.5%

50.6%

49.2%

46.5%

全国

愛知県

豊田市

初犯者率 再犯者率

51.6%

51.3%

50.6%

全国

愛知県

豊田市

凶悪犯 粗暴犯 窃盗犯 知能犯 風俗犯 その他

41.6%

43.7%

50.4%

58.4%

56.3%

49.6%

全国

愛知県

豊田市

有職率 無職率
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２ アンケートから見る民間協力者の現状

（１）調査の概要 
この調査は、本計画を策定するに当たり、民間協力者として活動している
保護司及び協力雇用主を対象に、現状や課題等を把握し、計画づくりに活用
することを目的に実施しました。 

（２）調査結果の概要 

保護司の高齢化が進んでいます。また、担い手不足、地域とのつながりの

希薄化、業務負担の過多といった声が挙げられています。 

■保護司の年齢構成      ■保護司活動の困りごと（複数回答可）

※保護司の任用については、保護観察所の長が、候補者を保護司選考会に諮
問して、その意見を聴いた後、法務大臣に推薦し、推薦を受けた者のうち 
から法務大臣が委嘱することとなっています。 

対象 調査期間 
回収状況

回収数 回収率

豊田市の保護司 
129 名 令和 3年

4月 30日～5月 14日

113 件 87.5％

豊田保護区協力雇用主会 
45 事業所 35 件 77.7％

2.7%

12.4%

45.1%

38.9%

0.9%

 約７割が「担い手が少ない」と回答しています。 
 次いで、約３割が「地域との結びつきが弱い」「業務の負担が大きい」と回答
しています。

13
5
7
7
16
30
41

83

その他

保護司対象の研修が少ない

家族等の理解が得られない

相談のつなぎ先が分から…

面接場所の確保が難しい

業務の負担が大きい

地域との結びつきが弱い

担い手が少ない

70歳以上

60～69歳 

40～49 歳 
未回答 

相談の繋ぎ先が分からない

50～59 歳 

73.5% 
36.3% 

26.5% 

14.2% 
6.2% 

6.2% 

4.4% 
11.5% 



12 

協力雇用主が対象者を雇用しても仕事が長く続かないだけでなく、トラ

ブル発生時の対応について苦慮しています。 

■協力雇用主の困りごと（複数回答可）

6
2
3

7
9
9

18

その他
地域（区長等）とのつながりが弱い
協力雇用主の数そのものが少ない

社員の理解が得られない
トラブル発生時の相談先がない
保護司とのつながりが弱い
雇用しても長く続かない

 約５割が「雇用しても長く続かない」と回答しています。
 次いで、約2割が「トラブル発生時の相談先がない」「社員の理解が得
られない」と回答しています。

51.4%

25.7%
25.7%

20.0%

8.6% 

5.7% 

17.1% 
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３ 関係機関へのヒアリングから見る現状 

（１）ヒアリング先 

（２）主な意見

 刑務所等からの出所、執行猶予・起訴猶予により社会復帰するタイ
ミングで、確実に支援機関に繋ぐ必要があるが、現時点では関係す
る支援機関に確実に繋がっているとは言えない。 

 刑務所や検察等の刑事司法関係機関と、福祉や住居分野の関係機関
との繋がりはまだ薄く、お互いの役割等を理解していない。

 対象者と保護司の関わりが期間限定であり、それを過ぎると関わり
が途切れてしまう。

 保護司の高齢化が進んでおり、担い手不足が課題である。
 協力雇用主に関しては、登録している企業の業種の約 6割が中小の
建設業・土木業であり、様々な業種の企業に登録をお願いしていく
必要がある。 

 民間協力団体（保護司、更生保護女性会等）の活動が市民に知られ
ていないため、後継者が不足している。

区分 機関・団体名 

国 
名古屋地方検察庁、名古屋地方検察庁岡崎支部 
名古屋矯正管区、名古屋刑務所、愛知少年院
コレワーク中部、名古屋保護観察所 

愛知県 愛知県地域生活定着支援センター 

民間団体

愛知県弁護士会、愛知県社会福祉士会 
愛知県就労支援事業者機構 
豊田市保護司会、豊田保護区協力雇用主会
豊田市更生保護女性会、更生保護法人徳永会大徳塾

その他 日本福祉大学 
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第３章 計画の基本的事項

 第３章では、再犯防止の様々な取組を進めていく上での考え
方を説明しています。目指す姿、基本目標や計画の体系などを
示しており、第４章に掲載された具体的な事業や取組の基本的
事項となっています。 

    内容 
１ 再犯防止推進の視点 
２ 再犯防止における市の役割 
３ 目指す姿 
４ 基本目標 
５ 基本的な考え方 
６ 計画の体系 
７ 成果目標と評価指標 
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１ 再犯防止推進の視点 

再犯防止を取り巻く状況等を踏まえ、再犯防止を推進するためには、以下の視
点が重要であると考えられます。 

 刑法犯の中で最も件数が多い窃盗犯に着目し、早い段階から要因として
考えられる生活困窮、社会的孤立等に陥らないような福祉的な支援を行
うことで、窃盗を始めとした再犯の防止を目指していきます。 

全体の視点

 対象者が社会復帰する際には、刑事司法関係機関、福祉支援機関等が集ま
って本人の支援について話し合うなど、必要な支援に確実に繋がる体制
を構築していきます。 

 地域へ移行した後も、様々な機関との連携による継続的・伴走型の支援が
できる体制を構築していきます。 

視点➀ 関係機関との連携を強化する必要があります

 保護司の確保については、法務省が取り組んでいるところですが、地域で
も保護司の活動しやすい環境を整えるとともに、保護司とともに、対象者
を支援できる体制を構築していきます。 

 就労後の継続的な支援やトラブル発生時の相談先を確保するなど、協力
雇用主が安心して対象者を雇用できる体制を構築していきます。 

視点② 民間協力者への支援を行う必要があります

 対象者を受け入れる福祉事業所、地域、事業者などに対し、丁寧な周知・
啓発活動を行っていきます。

 刑事司法関係機関、福祉支援機関、民間協力者等が、お互いの役割を理解
するとともに、顔の見える関係を構築していきます。 

視点③ 関係機関等へ周知・啓発を行う必要があります
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２ 再犯防止における市の役割 

 再犯防止推進法においては、地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏ま
えて、再犯防止施策を講ずることとしています（第２４条）。 

 国の再犯防止推進計画加速化プラン（令和元年１２月）では、「国は、原則
として刑事司法手続の範囲で、各種の社会復帰支援を実施する役割を有して
いる。」としています。 

 また、「地方公共団体は、刑事司法手続き終了後も含め、犯罪をした者等の
うち、保健医療・福祉サービスといった各種の行政サービスを必要とするも
の、特に、こうしたサービスへのアクセスが困難であるものに対して適切に
サービスを提供することはもとより、複合的な課題を抱えるものについては
適当な行政サービスに繋げ、地域移行を図るなど、国と連携して息の長い支
援を実施する役割を有している。」としています。 

 こうしたことを踏まえ、市は、統計データ、関係機関へのヒアリング、実際の
ケース、アンケート調査から見えてきた課題等に対して、国・県との連携等
によって主体となって実施する具体的な取組を推進していきます。 

【例：福祉的な支援が必要な対象者の地域移行における国・県・市の役割】
区分 主な役割 関係機関

国 

 起訴猶予、罰金刑、執行猶予者の社会復帰支援
⇒保護観察所への依頼、自治体・福祉サービス事業所等と
の直接調整等により必要な支援に繋ぐ 

検察庁 

 生活環境の調整、保護観察、更生緊急保護 保護観察所 

 出所後の生活環境調整 
⇒保護観察所等への情報の提供、連絡・調整、自治体・福
祉サービス事業所等との直接調整等により必要な支援に
繋ぐ 

矯正施設 

県 
 保護観察所からの依頼に基づき実施する、入所者等のコ
ーディネート業務、コーディネート業務対象者のフォロ
ーアップ業務及び被疑者等支援業務並びに相談支援業務

地域生活定着 
支援センター 

市 

 支援のコーディネート・提供、継続的な見守り
⇒国・県からの依頼により、対象者を必要な支援機関に繋
ぎ、複雑な課題に対しては支援機関のネットワークの下
で支援する 

福祉総合相談課 
始め支援機関 
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警察等 刑務所等

１ 成人事件の場合

①

検察 裁判所

保護観察所（保護観察、生活環境調整、更生緊急保護）

地域生活定着支援センター（保護観察所の依頼による）

【参考】犯罪をした者等が地域移行するまでの流れ

２ 少年事件の場合

警察など

児童相談所

少年鑑別所家庭裁判所

検察庁 裁判所 刑事処分不処分

保護観察所

※成人事件
に同じ

⑥

微罪処分
②
起訴猶予

③執行猶予等 ④ 仮 釈 放 ⑤満期釈放等

地域移行（必要な支援への繋ぎ）

ぐ犯少年
触法少年 犯罪少年

少年院送致 

⑧ ⑨ ⑩

保護観察 

保護処分

審判不開始
⑥

審 判 逆送事件

地域移行（必要な支援への繋ぎ）

⑦
不 処 分

児童自立支援
施設等送致

退院 仮退院

保護観察対象者

保護観察付
全部執行猶予者

一般人・警察など 

実
刑



19 

① 微罪処分 
犯罪事実が極めて軽微で、かつ、検察官から送致の手続きを
とる必要がないとあらかじめ指定されたものについて、刑事
手続きを終了させる処分（例：軽微な窃盗罪、暴行罪等）

② 起訴猶予 
罪を犯したことが明白であるが、犯人の性格や年齢、犯罪の
軽重など様々な事情を考慮して、起訴しない処分

③ 執行猶予
刑の執行を一定期間猶予し、その期間中にさらに罪を犯さな
いことを条件として、刑罰の執行から免れさせる制度

④ 仮 釈 放 
更生が期待できる受刑者を刑期満了前に仮に釈放させるこ
と。保護観察をつける等、一定の条件が付けられる。

⑤ 満期釈放 刑期満了まで服役していること。 

⑥ 審判不開始
軽微な事件であり、教育的な働きかけで十分な場合に審判を
しないこと。

⑦ 不処分
教育等の働きかけにより再非行のおそれがないと認められた
場合に処分しないこと。

⑧ 児童自立支援
施設等送致 

開放的な施設での生活指導が相当と判断された場合に、入所
させ、必要な指導を行い、自立を支援すること。主に不良行
為をした、又は不良行為をするおそれのある少年が対象で比
較的低年齢の少年が多い。

⑨ 少年院送致
再非行のおそれが強く社会内での更生が難しい場合、少年院
に収容させ、矯正教育を受けさせること。

⑩ 保護観察
社会の中で更生するよう、保護観察官及び保護司による指導
監督及び補導援護を行うもの。

用語解説
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３ 目指す姿 

安心して 自分らしく生きられる 支え合いのまち 

～誰一人取り残さない地域共生社会～ 

本計画の基盤計画である地域福祉計画では「安心して自分らしく生きられる
支え合いのまち」を基本理念とし、高齢者、障がいのある人、子ども、生活困窮
者、引きこもりその他見守りが必要な人など、対象を限定することなく、誰もが
地域の中で、人生の最期まで自分らしい暮らしを送ることができる社会を目指
し、様々な取組を進めています。 
本計画では、地域福祉計画の理念を踏襲し、犯罪をした者等も、再び罪を犯す
ことなく地域社会の一員として自分らしく生きられる、誰一人取り残さない地
域共生社会を目指していきます。 

４ 基本目標 

地域の支え合いの仕組みづくり 

地域福祉計画の基本目標の一つである「地域の支え合いの仕組みづくり」を本
計画の基本目標として位置付け、対象者が地域へ移行した後も、様々な主体との
連携により、支援が必要な対象者を支援していきます。 
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５ 基本的な考え方 

包括的な支援体制の充実 

地域福祉計画では、「包括的な相談支援体制の充実」を基本的な考え方の一つ
として位置付けています。本計画では、地域福祉計画の基本的な考え方を踏まえ、
対象者を一つの団体だけで支援をするのではなく、関係機関が一丸となって支
える体制を充実させていきます。 

６ 計画の体系 

   目指す姿の実現に向けて重点的に取り組む必要のある事業をまとめ、重
点施策として設定していきます。 

基本的な考え方 取組の柱 重点取組 

包括的な支援 
体制の充実 

（対象者を） 
１ つなぎ・見守る

刑事司法関係機関と連携し
た円滑な地域移行の推進

地域の支援者を巻き込んだ
見守り支援体制の構築

（協力者を）
２ 支える 

更生保護活動を行う民間協
力者への活動支援 

（再犯防止を） 
３ 理解する

再犯防止の推進等に対する
周知・啓発 

安心して 自分らしく生きられる 支え合いのまち 
～誰一人取り残さない地域共生社会～

重点施策

目指す姿

地域の支え合いの仕組みづくり 
基本目標
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国の「地方再犯防止推進計画策定の手引き（令和 3年 3月）」が示す重点課
題を参考に事業を分類しました。 

分野Ⅰ 就労・住居の確保 
施策 事業名 

施策１ 
就労の確保 

➀ 生活困窮者自立相談支援事業

② 就労準備支援事業

③ 生活保護受給者等就労自立促進事業

④ 障がい者就労・生活支援センター事業 

⑤ 就労支援室、女性しごとテラス運営事業

施策２ 
住居の確保 

➀ 生活困窮者自立相談支援事業【再掲】

② 住居確保給付金の支給事業 

③ 一時生活支援事業 

④ 市営住宅入居者募集事業

⑤ セーフティネット住宅の登録促進事業 

⑥ 住宅確保要配慮者居住支援事業

事業一覧
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★：計画開始に伴い実施する事業
◆：重点施策に関連する事業

分野Ⅱ 保健医療・福祉サービス利用の促進
施策 事業名 

施策１ 
高齢者・障がい者
等への支援 

➀ 生活困窮者自立相談支援事業【再掲】

② 生活困窮者家計改善支援事業 

③ 被保護者家計改善支援事業 

④ 障がい福祉サービス等の提供 

⑤ 地域包括支援センター事業 

⑥ 福祉医療費助成事業

⑦ 依存症に関する相談支援事業 

⑧ 依存症関連情報誌を活用した啓発事業 

分野Ⅲ 学校等と連携した修学支援の実施 
施策 事業名 

施策１ 
修学支援の実施等

① 子どもの学習・生活支援事業 

② 生活保護世帯就学支援事業 

③ 青少年の非行・被害防止全国強調月間 ◆ 

分野Ⅳ 特性に応じた効果的な指導の実施 
施策 事業名 

施策１ 
特性に応じた効果
的な指導の実施 

① 女性のための相談事業

② こども発達センターによる発達支援事業 

③ 若者サポートステーション事業
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分野Ⅴ 民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の推進 
施策 事業名 

施策１ 
民間協力者の活動
の促進等 

➀ 協力雇用主に対する入札優遇制度

② 更生保護団体への補助事業

③ 更生保護団体への支援事業

④ 更生保護サポートセンターへの支援事業

⑤ 弁護士によるサポート事業 ★ ◆ 
施策２ 
広報・啓発活動の
推進 

➀ 社会を明るくする運動の推進事業 ◆ 

② 更生保護団体の活動周知・啓発 ◆ 

③ 青少年の非行・被害防止全国強調月間【再掲】◆ 

分野Ⅵ 国・民間団体等との連携強化
施策 事業名 

施策１ 
国・民間団体等と
の連携強化 

➀ 弁護士によるサポート事業【再掲】 ★ ◆ 

② 司法と福祉の合同研修会 ★ ◆ 

③ 再犯防止推進委員会 ★ 

④ 民生委員・児童委員や民生委員児童委員協議会との連携

⑤ 包括的相談支援事業（重層的支援体制推進事業）◆ 

⑥ アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 ◆ 
（重層的支援体制推進事業） 

⑦ 多機関協働事業（重層的支援体制推進事業）◆ 

⑧ 参加支援事業（重層的支援体制推進事業）◆ 

⑨ 地域づくり事業（重層的支援体制推進事業） 

⑩ 豊田市地域自立支援協議会
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成 果 目 標

評 果 指 標

７ 成果目標と評価指標 

 計画全体の進捗を評価するための「成果目標」と取組の柱に位置付けられた事
業の進捗を管理する「評価指標」を設定します。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

目標名 現状値 目標値

豊田署・足助署における検挙者のうち再犯者の数（R2）  247 件  

刑事司法関係機関から情報提供を受け、支援に繋がった人
の割合 ※R3.4～12 月までの数値 86％ 

取組の柱 目標名 現状値
（R3） 目標値

１ つなぎ・ 
見守る

刑事司法関係機関から市に入った相談の
件数 ※R3.4～12月までの数値 ７件 

２ 支える 保護司・協力雇用主から市に入った 
相談の件数 ０件 

３ 理解する

再犯防止に関する周知・啓発件数 31 回 

様々な職種が参加する研修等の開催回数 ０回 
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 近年、８０５０問題やダブルケアといった複合・複雑化した世帯の課題が増加し
ており、各専門職間の更なる連携体制が求められています。

 豊田市では、「重層的支援体制推進事業」として、身近な地域で世代や属性を超
えて相談を受け止め、必要な支援機関に繋ぐとともに、複雑な課題に対しては支
援機関のネットワークを活用して円滑な連携の下で支援できるよう体制を整備
し、誰一人取り残さない支援を実施しています。 

（参考）重層的支援体制推進事業

２ 重層的支援体制推進事業の基本的な流れ

１ 重層的支援体制推進事業について 
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第４章 施策・事業の展開

 第４章では、再犯防止の様々な取組を進めていく上での施策
や事業の展開について説明します。 

    内容 
１ 重点施策 
（１）取組の柱１ つなぎ・見守る
（２）取組の柱２ 支える 
（３）取組の柱３ 理解する
２ 事業一覧 
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１ 重点施策

取組の柱１ つなぎ・見守る

 刑事司法手続の流れの中で、起訴猶予、執行猶予、満期出所等、様々な場
面で釈放されますが、支援が必要な対象者が円滑に地域移行するためには、
司法と福祉の連携による、切れ目のない支援が必要です。 

 しかし、刑事司法関係機関と行政・福祉支援機関との連携が不足しており、
必要な支援機関にスムーズに繋がらないケースが見受けられます。

 令和３年度から実施している「重層的支援体制推進事業（P26参照）」を最
大限に活用し、支援が必要な対象者を確実に受け止め、必要な支援に繋げ
ていく体制を構築していきます。 

 また、地域へ移行した後は、地域の支援者を巻き込みながら、継続的に支
援を行うことができる、伴走型の支援体制を構築していきます。 

入口支援とは、犯罪をした者等で、起訴猶予や執行猶予等の理由により、
刑事司法手続の入口段階で地域移行する人に対する支援のことです。 
釈放までの時間が限られていることから、福祉サービス等の調整が困難
であり、また、刑事司法関係機関と市や支援機関とのつながりがこれまで
あまり無かったことから、連携の強化が求められています。 

※ イメージ図は「入口支援の実施方策等の在り方に関する検討会
検討結果報告書（令和２年３月）」から引用 

現状と課題・方向性

【参考】入口支援
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① 検察庁が自ら調整等を行い、福祉サービスに繋ぐ 
② 検察庁が保護観察所に依頼し、保護観察所が必要に応じて関係機関等とも
連携し、福祉サービス等に繋ぐ 

③ 検察庁が調整機関等に依頼し、調整機関等が福祉サービス等に繋ぐ 
④ 検察庁が弁護人等に依頼し、弁護人等が必要に応じて調整機関等とも連携
し、福祉サービス等に繋ぐ 

⑤ 保護観察所が直接又は調整機関等と連携して福祉サービス等に繋ぐ 
⑥ 弁護人等が直接又は調整機関等と連携して福祉サービス等に繋ぐ 

 出口支援とは、矯正施設等からの満期出所等の理由により、刑事司法手続
の出口段階で地域移行する人に対する支援のことです。 
 入口支援と同様に、刑事司法関係機関と市や支援機関との連携をより一層
強化していく必要があります。 

※令和２年版 再犯防止推進白書から引用 

【参考】出口支援
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■具体的な取組

① 検察庁及び弁護士との連携による入口支援のモデル実施 
（関連する事業番号：Ⅵ-1-①②⑤⑥⑦） 

 支援が必要な被疑者・被告人が釈放される際、支援機関に確実に繋げられ
るよう、名古屋地方検察庁岡崎支部、愛知県弁護士会西三河支部及び豊田
市のそれぞれの役割を整理し、三者で合意を図ります。

 三者が共通の理解の下で入口支援をモデル的に実施し、その効果について
検証していきます。 

機関名 役割

検察庁 
（担当検察官） 

支援が必要な被疑者・被告人の情報を勾留
中の早い段階から市へ情報提供します。 

弁護士 
（担当弁護人） 

支援が必要な被疑者・被告人の情報を勾留
中の早い段階から市へ情報提供します。 
支援プランを作成するために必要な情報を
市に代わって勾留中の対象者から聞き取り
ます。 

豊田市 
（福祉総合相談課） 

検察・弁護士からの情報を基に、支援プラ
ン作成に向けて支援会議を開催します。 
本人の同意が得られた後、多機関協働事業
における重層的支援会議を開催し、支援を
開始します。 

重点取組1 刑事司法関係機関と連携した円滑な地域移行の推進
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市福祉総合相談課

➀情報提供

弁護人 名古屋地方検察庁
岡崎支部

既存の制度から外れてしまった
ものの、福祉的な支援が必要な被
疑者・被告人の情報を市に提供し
ます。（包括的相談支援事業）

モデル実証のイメージ

弁護人

②支援会議

③面談

市福祉総合相談課

市は、支援プラン作成に向けて支援会
議を開催します。また、担当弁護人は支援
に応じて更なる情報収集を行います。
(アウトリーチ等を通じた継続的支援事業)

④釈放

対象者は、釈放後、市の窓口へ行き、
支援希望の旨を伝えます。

⑤重層的支援会議

市福祉総合相談課

市は、本人からの同意を得た後、重層的
支援会議を開催し、支援を開始します。 
（多機関協働事業）
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➀情報提供

市福祉総合相談課 市福祉総合相談課 市福祉総合相談課

② 矯正施設、保護観察所等との連携による出口支援のモデル実施 
（関連する事業番号：Ⅵ-1-②⑤⑥⑦） 

 支援が必要な対象者が退所する際、市の支援機関に確実に繋げられるよう、
矯正施設（刑務所等）、保護観察所、地域生活定着支援センター及び豊田市
のそれぞれの役割を整理し、合意を図ります。

 それぞれが共通の理解の下で出口支援をモデル的に実施し、その効果につ
いて検証していきます。 

機関名 役割
矯正施設（刑務所等） 
保護観察所 
地域生活定着支援センター

支援が必要な受刑者等の情報を入所中の
早い段階から市へ情報提供します。

豊田市 
（福祉総合相談課） 

刑務所等からの情報をもとに、支援プラ
ン作成に向けて支援会議を開催します。 
本人の同意が得られた後、多機関協働事
業における重層的支援会議を開催し、支
援を開始します。 

モデル実証のイメージ

福祉的な支援が必要な
対象者の情報について、
市に情報提供します。 
（包括的相談支援事業） 

市は、支援プラン作成に
向け、他の支援機関と情報
共有します。また、必要に
応じて入所中の本人と面談
し、更なる情報収集を行い
ます。 
（アウトリーチ等を通じた
継続的支援事業） 

市は、退所後速やかに
支援を開始できるよう、
本人からの同意を得た
後、入所中から重層的支
援会議を開催します。 
（多機関協働事業） 

矯正施設（刑務所等）
保護観察所 
地域生活定着支援センター

②支援会議 ③面談 ④重層的支援会議
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市福祉総合相談課

市福祉総合相談課 市福祉総合相談課➀情報提供

■具体的な取組 

① 保護観察所等との連携による保護観察期間中等からの支援のモデル実施 
（関連する事業番号：Ⅵ-1-②⑤⑥⑦） 

 保護観察終了後は保護観察官・保護司・更生保護施設が関わることができ
なくなり、支援が途切れてしまいます。 

 保護観察終了後も必要な支援が継続されるよう、保護観察所（保護観察官、
保護司及び更生保護施設）、地域生活定着支援センター及び市の役割を整理
し、合意を図り、それぞれが共通理解の下で支援をモデル的に実施し、そ
の効果について検証していきます。 

機関名 役割
保護観察所
（保護観察官・保護司・ 
更生保護施設） 
地域生活定着支援センター

支援が必要な保護観察対象者の情報を保護
観察中の早い段階から市へ情報提供しま
す。

豊田市 
（福祉総合相談課） 

保護観察所等からの情報を基に、支援プラ
ン作成に向けて支援会議を開催します。 
本人の同意が得られた後、多機関協働事業
における重層的支援会議を開催し、支援を
開始します。

重点取組２ 地域の支援者を巻き込んだ見守り支援体制の構築

モデル実証のイメージ

保護観察所 
(保護観察官・保護司・
更生保護施設) 

地域生活定着支援センター
②支援会議 ③面談 ④重層的支援会議

保護観察終了後も、継続
して支援が必要な対象者の
情報について、市に情報提
供します。 
（包括的相談支援事業） 

市は、支援プラン作成に向
け、他の支援機関と情報共有
します。また、必要に応じて
保護観察官との定期面談時に
市も同席するなど、更なる情
報収集を行います。
（アウトリーチ等を通じた継
続的支援事業） 

市は、保護観察終了
後、速やかに支援を開始
できるよう、本人からの
同意を得た後、保護観察
中から重層的支援会議を
開催します。 
（多機関協働事業） 
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 「とよた多世代参加支援プロジェクト」とは、就労や生きがい、居場所の提供
等、対象者に合った新たな支援メニューの創出を目的として、高齢、障がい、
子ども、若者、生活困窮者などの市内の福祉事業所、一般企業や農家などで構
成されています。 

 市と同団体が協定を締結し、民間事業所のノウハウを活用した新たなサービス
等を創出することで、対象者に合った支援を創出・提供していきます。

豊田市 とよた多世代参加支援
プロジェクト

② 個別サービスの開発などの支援協力を依頼

① 対応できる既存のサービスが無い ③ 本人に合った支援の創出・提供

② 様々な支援者が参加する重層的支援会議の開催 
（関連する事業番号：Ⅵ-1-⑦）

 支援が必要な対象者が地域へ移行した後は、重層的支援体制推進事業にお
ける重層的支援会議を開催し、本人の支援について検討します。 

 就労先の協力雇用主、居住先の大家、地域の民生委員等にも重層的支援会
議に参加してもらうことで、様々な立場からの見守りを実施できる体制を
構築していきます。 

③ とよた多世代参加支援プロジェクトの活用 
（関連する事業番号：Ⅵ-1-⑧）

 支援が必要な対象者については、高齢、障がい等の理由により就労するこ
とが困難であったり、地域での居場所が見つからず孤立してしまったりす
ることで、再び罪を犯してしまうことがあります。 

 地域資源を活用した支援に繋ぎ、就労や社会参加を促進するとともに、既
存の支援が無い場合は、新たな支援メニューを創出するなど、本人のニー
ズに合わせた支援を行っていきます。

とよた多世代参加支援プロジェクトの活用イメージ
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取組の柱２  支える 

 支援が必要な対象者が地域で暮らしていくためには、保護司、協力雇用主
などの民間協力者による支援が不可欠です。

 保護司については、高齢化に加え、生活環境の調整、本人との定期的な面
談等の活動の負担が大きく、保護司の担い手確保が難しくなっています。 

 保護司の負担軽減や担い手確保に関する支援等を行い、保護司の活動しや
すい環境を整えていきます。 

 協力雇用主については、対象者を雇用しても長く続かなかったり、また、
対象者が勤務先でトラブル等を起こしてしまったりするケースがあります。 

 トラブル発生時の相談先を確保するなど、協力雇用主が安心して対象者を
雇用できる体制を構築していきます。 

重点取組 更生保護活動を行う民間協力者への活動支援

■具体的な取組

① 民間協力者への連携体制の構築   （関連する事業番号：Ⅵ-1-⑤⑥⑦）
 重層的支援会議を開催し、保護司や協力雇用主などの民間協力者の困りご
とを共有するとともに、必要な対策について検討し、民間協力者をサポー
トしていきます。 

② 保護司の負担軽減、担い手確保    （関連する事業番号：Ⅴ-1-②③④）
 保護司会活動経費の一部を補助するほか、更生保護サポートセンターや面
接会場として、公共施設を無償提供します。

 名古屋保護観察所と保護司会が主催する保護司人材に関する情報交換会
など、地域との情報交換会の開催にあたって、関係機関・担当部署との調
整等、協力します。

③ 協力雇用主等へのサポート体制の充実  （関連する事業番号：Ⅴ-1-⑤）
 雇用に関しては愛知県就労支援事業者機構、トラブル発生時の法的なサポ
ートが必要な場合は弁護士というように、必要に応じて適切な支援ができ
るサポート体制を充実していきます。 

現状と課題・方向性
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取組の柱３ 理解する

 支援が必要な対象者の受入先として考えられるアパートの管理会社、企業、
福祉サービス事業所等の再犯防止に対する理解が乏しく、本人の受入れが
断られてしまうケースがあります。 

 また、保護司を始めとした民間協力者の活動が地域住民等にあまり知られ
ていない状況となっています。 

 被害者感情に配慮しながら、再犯防止についての周知・啓発活動を行い、
理解を広げていきます。

 刑事司法関係機関と福祉支援機関のお互いの役割が理解されていないこと
から、適切な支援機関に繋がらないケースがあります。 

 刑事司法関係機関と福祉支援機関の顔の見える関係を構築していきます。

重点取組 再犯防止の推進等に関する周知・啓発

■具体的な取組

① 広報とよたを始めとする様々な手段による周知・啓発活動の実施 
（関連する事業番号：Ⅴ-2-①②③）

 再犯防止啓発月間・社会を明るくする運動の啓発月間である７月に合わせ
て、広報とよたで特集を組むなど、市民等への啓発を行います。

 社会を明るくする運動など、保護司会が開催している地域での啓発活動に
引き続き協力していきます。

② 多職種が参加する研修会等の開催 
（関連する事業番号：Ⅵ-1-②） 

 福祉の専門職が参加する研修やケース検討会議において、再犯防止に関す
る事項をテーマとして取り上げたり、刑事司法関係機関が参加したりする
ことで、お互いの役割を理解し、顔の見える関係を構築していきます。

現状と課題・方向性



37 

２ 事業一覧 

分野Ⅰ 就労・住居の確保

施策１ 就労の確保 

 令和元年における全国の入所受刑者のうち、初入者の無職者は約６割、再
入者については約７割となっていることから、安定した就労の確保に向け
た取組が重要となります。 

① 生活困窮者自立相談支援事業

生活に困りごとや不安を抱えている方から相談を受けて、どのよう
な支援が必要かを相談者と一緒に考え、具体的な支援プランを作成
し、寄り添いながら自立に向けた支援を行います。

（担当課：福祉総合相談課） 

② 就労準備支援事業 

直ちに就労が困難な方に 6ヶ月から 1年の間、計画的に、一般就労
に向けた基礎能力を養いながら就労に向けた支援や就労機会の提供を
行います。 

（担当課：福祉総合相談課） 

③ 生活保護受給者等就労自立促進事業

ハローワーク等と連携して、被保護者の年齢、職業適性、保有する
資格といった特性に応じた適切な就職相談や職業紹介を行い、就職及
び就労定着ができるように支援します。 

（担当課：生活福祉課）
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④ 障がい者就労・生活支援センター事業 

障がい者本人や周囲の人々からの就労に関する相談に応じ、個々の
状況に適した就労支援を行います。また、関係機関や企業との連携を
通して、障がい者の就労支援の拡充を図ります。 

（担当課：障がい福祉課） 

⑤ 就労支援室、女性しごとテラス運営事業

愛知労働局との一体的就労支援事業として、土日祝日も利用可能な
就労支援施設を運営し、キャリアカウンセリング、就労支援セミナ
ー、職業相談及び職業紹介等に対応しています。 

（担当課：産業労働課）

施策2 住居の確保 

 刑務所などを満期出所した者のうち、約４割が適当な住居が確保されない
まま出所しており、また、これらの者の再犯に至るまでの期間が、出所後、
住居が確保されている者と比較して短いことが明らかになっていることか
ら、住まいの確保に向けた取組が重要です。 

① 生活困窮者自立相談支援事業【再掲】 37P 事業番号Ⅰ-1-①を参照 

② 住居確保給付金の支給事業

離職などにより住居を失った方、または失うおそれの高い方には、
就職に向けた活動をするなどを条件に、一定期間、家賃相当額を支給
します。 

（担当課：福祉総合相談課） 
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③ 一時生活支援事業 

住居を持たない方、またはネットカフェ等の不安定な住居形態にあ
る方に、一定期間、宿泊場所や衣食を提供します。退所後の生活に向
けて、就労支援などの自立支援も行います。

（担当課：福祉総合相談課）

④ 市営住宅入居者募集事業 

定期募集・常時募集の２つの方法で市営住宅入居者募集を実施しま
す。 

（担当課：定住促進課） 

⑤ セーフティネット住宅の登録促進事業

低額所得者、保護観察対象者等の住宅の確保に配慮が必要な方に対
して、円滑な入居を促進するため、入居を拒まない賃貸住宅の登録を
促進し、情報を公開します。 

（担当課：定住促進課） 

⑥ 住宅確保要配慮者居住支援事業

住まいに困りごとや不安を抱えている方から、居住支援協議会構成
員が相談を受け、連携することにより安心した居住ができる支援を行
います。 

（担当課：定住促進課） 
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分野Ⅱ 保健医療・福祉サービス利用の促進

施策１ 高齢者・障がい者等への支援 

 高齢者や障がいのある人等、福祉的な支援が必要な人に対して適切なサー
ビス等を提供することで、地域での生活を支えていきます。 

① 生活困窮者自立相談支援事業【再掲】 37P 事業番号Ⅰ-1-①を参照

② 生活困窮者家計改善支援事業 

生活困窮者に対し、収入、支出その他家計の状況を適切に把握する
こと及び家計の改善の意欲を高めることの支援を行います。

（担当課：福祉総合相談課） 

③ 被保護者家計改善支援事業 

生活保護受給世帯で支援を必要とする世帯に対し、年金や保護費な
どを計画的に消費また貯蓄することで安定した生活を確保できるよう
家計相談等を行います。 

（担当課：生活福祉課） 

④ 障がい福祉サービス等の提供 

障がいの程度等を踏まえ、個別に支給決定を行う「介護給付と訓練
等給付等」や市の創意工夫により利用者状況に応じて柔軟に実施する
「地域生活支援事業」によるサービスを提供します。 

（担当課：障がい福祉課） 

⑤ 地域包括支援センター事業 

関係機関との連携を進め、主に高齢者に対して円滑に必要な支援を
行います。介護・福祉・保健・医療など様々な相談を受け、その状況
に応じて適切な支援を行います。

（担当課：高齢福祉課）
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⑥ 福祉医療費助成事業 

犯罪歴の有無に関わらず、高齢者、障害者、母子・父子家庭などに
対して、必要な医療費助成を行います。また、薬物依存からの回復の
ために医療を受ける際の医療費について、保険診療分の自己負担額の
全部又は一部の助成を行います。

（担当課：福祉医療課）

⑦ 依存症に関する相談支援事業 

依存症問題を抱える当事者及び家族等の相談に応じ、必要な医療、
支援機関、自助グループ及び家族教室等に繋がるよう助言を行いま
す。 

（担当課：保健支援課）

⑧ 依存症関連情報誌を活用した啓発事業 

依存症問題を抱える当事者や家族等に対し、支援機関を掲載した情
報誌を作成・配布することで相談先の周知を図り、早期に専門機関に
繋がるよう支援します。 

（担当課：保健支援課） 
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分野Ⅲ 学校等と連携した修学支援の実施

施策１ 修学支援の実施等 

 非行に至る過程で、または非行を原因として高校を中退する人が多く、令
和元年に新たに刑事施設に収容された者の約3割が高校等に進学していな
いことから、非行の未然防止を進めていくとともに、犯罪をした者等の継
続した学びや進学・復学のための支援を進めていきます。 

① 子どもの学習・生活支援事業 

生活保護世帯を含む生活困窮世帯の子どもや生きづらさを抱えた子
どもを対象に学習支援・生活支援を行うことで、学習習慣の定着と進
学意欲及び社会性の向上を図り、高校への進学及び卒業を支援してい
きます。 

（担当課：福祉総合相談課）

② 生活保護世帯就学支援事業 

生活保護受給中世帯の児童生徒の生活状況などの情報を必要に応じ
て学校と共有し、将来の生活の安定に向けて就学・進学を支援しま
す。 

（担当課：生活福祉課）

③ 青少年の非行・被害防止全国強調月間

国の取組に合わせて、各学校において「児童生徒の非行防止のため
の取組」を実施します(例：薬物乱用防止教室等）。 

（担当課：学校教育課） 
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分野Ⅳ 特性に応じた効果的な指導の実施

施策１ 特性に応じた効果的な指導の実施 

 対象者の特性に応じた適切な支援を進めていきます。

① 女性のための相談事業

専門の相談員により、女性が抱える様々な悩みに対応する電話相談
（クローバーコール）と面接相談を実施します。 

（担当課：市民活躍支援課）

②こども発達センターによる発達支援事業 

こども発達センターにおいて発達障がい等への支援を行います。

（担当課：障がい福祉課） 

③若者サポートステーション事業

自立に困難を抱えた若者への相談業務や若者が抱える複合的な課題
に対し、包括的な支援、就労体験等を通した自立支援を行います。

（担当課：次世代育成課）
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分野Ⅴ 民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の推進

施策１ 民間協力者の活動の促進等

 保護司会、協力雇用主会、更生保護女性会、ＢＢＳ会などの民間ボランテ
ィアや出所者等を一定期間保護する更生保護施設が活動しやすい環境を整
備していきます。 

① 協力雇用主に対する入札優遇制度

保護観察対象者等の協力雇用主として登録している事業者に対し
て、豊田市総合点(※1)及び総合評価方式(※2)で実施する入札におい
て加点対象とします。 

（担当課：契約課）
※1：市内本店業者を対象に、一般競争入札に参加する業者を格付けする
際に、企業の信頼性・社会性等を評価し豊田市が独自に加算する点数。
企業の社会貢献等の取組により、参加可能な入札が増える。 

※2：価格と価格以外の要素（技術力、信頼性・社会性等）を総合的に評
価して、落札者を決定する入札方式

② 更生保護団体への補助事業 

保護司会、更生保護女性会及び協力雇用主会に対して、活動費の一
部を補助します。 

（担当課：次世代育成課）

③ 更生保護団体への支援事業

（担当課：次世代育成課）

保護司会、更生保護女性会、協力雇用主会及びBBS会の事務所機能
として、情報収集・提供等を実施します。 

また、保護司会に対して、地域との情報交換会の開催支援や、企
業・市職員等の退職予定者や現役世代に、保護司の活動内容を周知
し、希望者を紹介します。 



45 

④ 更生保護サポートセンターへの支援事業

（担当課：次世代育成課）

⑤ 弁護士によるサポート事業 

愛知県弁護士会との連携により、協力雇用主を始め民間協力者を対
象に、トラブル発生時等の法的なサポートを行います。

また、入口支援・出口支援の場面において、市の依頼による対象者
との面接、窓口までの同行等のサポートを行います。

（担当課：地域包括ケア企画課） 

施策2 広報・啓発活動の推進 

 被害者感情に配慮しながら、様々な機会・媒体を活用して、市民、企業等
に対し、再犯防止についての周知・啓発を進めていきます。 

① 社会を明るくする運動の推進事業 

豊田市推進委員会の構成団体の一つとして、他構成団体と連携して
同運動（中央式典や各地区啓発活動、作文コンテストなど）を推進し
ます。 

（担当課：次世代育成課）

② 更生保護団体の活動周知・啓発

更生保護団体の活動について、再犯防止の理解が得られるよう、市
民に広く周知・啓発します。

（担当課：次世代育成課）

③ 青少年の非行・被害防止全国強調月間【再掲】
 42P 事業番号Ⅲ-1-③を参照 

保護司の活動拠点である更生保護サポートセンターとして、公共施
設を無償提供（会議室を月 1回程度）します。
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分野Ⅵ 国・民間団体等との連携強化

施策１ 国・民間団体等との連携強化

 刑事司法関係機関、民間協力団体、地域支援者、福祉支援機関、行政が相
互に連携することで、対象者の地域での生活を支援していきます。 

① 弁護士によるサポート事業【再掲】 45P 事業番号Ⅴ-1-⑤を参照 

② 司法と福祉の合同研修会 

福祉の専門職が参加する研修等において、再犯防止に関する事項を
テーマとして取り上げたり、刑事司法関係機関が参加したりすること
で、お互いの役割を理解し、顔の見える関係を構築していきます。

（担当課：地域包括ケア企画課）

③ 再犯防止推進委員会 

刑事司法関係機関、福祉支援機関、民間協力団体等で構成する委員
会を設置し、計画の進捗を管理していきます。

（担当課：地域包括ケア企画課）

④ 民生委員・児童委員や民生委員児童委員協議会との連携

民生委員・児童委員が出席する会議・研修等で本計画の周知をする
とともに、関係機関・団体同士での連携を深めて地域で孤立を防ぐ環
境を整えていきます。 

（担当課：福祉総合相談課）

⑤ 包括的相談支援事業（重層的支援体制推進事業） 

相談者の属性、世代、相談内容にかかわらず、包括的相談支援事業
において包括的に相談を受け止めます。 

（担当課：福祉総合相談課）
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⑥ アウトリーチ等を通じた継続的支援事業（重層的支援体制推進事業） 

支援が届いていない人に支援を届けるため、自宅訪問など本人のと
ころまで赴き、関係性を構築しながら支援を行います。

（担当課：福祉総合相談課）

⑦ 多機関協働事業（重層的支援体制推進事業） 

各支援機関で受け止めた相談のうち、単独では対応が難しい複雑
化・複合化した事例は福祉総合相談課や社会福祉協議会コミュニティ
ソーシャルワーカー等が連携し、専門機関との役割分担や支援の方向
性を協議し、各機関による支援を行います。

（担当課：福祉総合相談課）

⑧ 参加支援事業（重層的支援体制推進事業） 

支援に結びつきにくい事例においては、地域資源の活用や新たな支
援に結びつくよう、ニーズに見合う集いの場や就労等、社会参加の促
進を図ります。 

（担当課：福祉総合相談課）

⑨ 地域づくり事業（重層的支援体制推進事業） 

専門機関による支援だけでなく、地域による支援も可能となるよう
地域づくりを推進し、地域資源の開発を行います。

（担当課：福祉総合相談課）

⑩ 豊田市地域自立支援協議会

委託相談支援事業所等で構成される豊田市地域自立支援協議会が必
要に応じて関係機関と連携していきます。 

（担当課：障がい福祉課）
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第５章 計画の推進体制

 第５章では、本計画の推進体制や進行管理について説明して
います。 

    内容 
１ 進行管理
２ 評価体制 
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１ 進行管理

• 「成果目標」及び「評価指標」については、毎年度末に実績値を確認し、実
績管理を行います。

• 取組の柱に紐づく重点取組や事業の実績については、事務局で実績管理を行
います。 

２ 評価体制 

• 「豊田市再犯防止推進委員会」を新たに設置し、計画の進捗管理を行います。
• 計画全体の評価については、取組内容や成果を確認します。 
• 取組の柱に紐づく重点取組等については、実際に取り組む中で出た課題点や
問題点について「豊田市再犯防止推進委員会」で情報共有し、より良い取組
となるよう協議します。 

• 国や愛知県の取組を踏まえた上で、必要に応じて見直しなどを行います。
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巻末資料編

巻末資料編では、策定の経過や、策定の検討を行った会議体、
用語説明についてまとめています。 

  内容 
１ 策定の経過 
２ 「豊田市再犯防止推進計画」策定委員会設置要綱 
３ 用語説明 
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１ 策定の経過 

年月日 実施事項
令和２年
４月 23日 関係課長会議

令和２年
６月（書面）第１回 豊田市社会福祉審議会 地域福祉専門分科会 

令和 2年
11月 12日 第１回 「（仮）豊田市再犯防止推進計画」庁内検討委員会 

令和 2年
11月 24日

第２回 豊田市社会福祉審議会 地域福祉専門分科会・ 
第２回 豊田市地域福祉活動推進委員会 合同会議

令和３年
３月 17日 第２回 「（仮）豊田市再犯防止推進計画」庁内検討委員会 

令和３年
６月７日 第１回 「（仮）豊田市再犯防止推進計画」庁内検討委員会 

令和３年
６月 22日 第１回 「（仮）豊田市再犯防止推進計画」策定委員会 

令和３年
６月 30日 

第１回 豊田市社会福祉審議会 地域福祉専門分科会・ 
第１回 豊田市地域福祉活動推進委員会 合同会議

令和３年
８月５日 第２回 「（仮）豊田市再犯防止推進計画」庁内検討委員会 

令和３年
８月 25日 第２回 「（仮）豊田市再犯防止推進計画」策定委員会 

令和３年
11月１日 第３回 「（仮）豊田市再犯防止推進計画」庁内検討委員会 

令和３年
11月 15日 第３回 「（仮）豊田市再犯防止推進計画」策定委員会 

令和３年
12月６日～
令和４年
1月５日

パブリックコメントの実施 

令和３年
２月３日 第４回 「（仮）豊田市再犯防止推進計画」庁内検討委員会 

令和３年
２月７日 第４回 「（仮）豊田市再犯防止推進計画」策定委員会 
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２ 「（仮）豊田市再犯防止推進計画」策定委員会設置要綱 

（趣旨） 
第１条 この要綱は、（仮）豊田市再犯防止推進計画（以下「計画」という。）の
策定に関し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 
第２条 計画を策定するに当たり、必要な事項を検討するため、「（仮）豊田市再
犯防止推進計画」策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（委員） 
第３条 委員会は、別表第１に掲げる再犯防止に係る関係機関及び団体から推
薦された者をもって組織する。
２ 委員の任期は、計画策定までとし、やむを得ない理由により委員会に出席で
きない場合は、代理の者が委員会に出席することができる。
３ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退い
た後も同様とする。 

（役員） 
第４条 委員会に会長及び副会長を各１名置き、委員の互選により定める者を
もって充てる。 
２ 会長は、委員会を招集し、その会議の議長となるほか、会務を総理する。
３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、
その職務を行う。

（オブザーバー） 
第５条 会長は、再犯防止に関して優れた識見を有する者を必要に応じて委員
会に招集することができる。ただし、オブザーバーは議決権を有さないことと
する。 

（会議） 
第６条 委員会は、会長が必要と認めたときに開催する。

（協議事項） 
第７条 委員会は次に掲げる事項を協議するものとする。 
（１）計画の策定に関すること。 
（２）その他、目的達成のための必要な事項に関すること。 
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（事務局） 
第 8条 委員会の事務局は、豊田市福祉部地域包括ケア企画課に置く。 

（委任） 
第 9 条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、豊
田市長が別に定める。

附 則 
この要綱は、令和３年４月 1日から施行する。
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別表第１（第３条関係） 
「（仮）豊田市再犯防止推進計画」策定委員  ※五十音順 敬称略

所属団体（機関）名 氏名 

委員 愛知県社会福祉士会 近藤 孝 

委員 愛知県地域生活定着支援センター 丹羽 宏太 

副会長 愛知県弁護士会 杉本 みさ紀 

委員 豊田市基幹包括支援センター 山地 香代子 

委員 豊田市社会福祉協議会 八木 将仁 

委員 豊田市地域自立支援協議会 渡辺 裕矢 

委員 豊田市保護司会 野呂 光枝 

委員 豊田保護区協力雇用主会 岡本 勝 

委員 豊田市民生委員児童委員協議会 梅村 康子 

委員 名古屋矯正管区 中山 小百合 

委員 名古屋保護観察所 井坂 朱実 

会長 日本福祉大学（司法福祉） 湯原 悦子 

事務局：地域包括ケア企画課
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３ 用語説明 

一般調整 
 適当な釈放後の住居があるものの、釈放後に福祉サービス等を受けることが
必要であると認める高齢又は障がいを有する受刑者等に対し、当該住居に居住
した後に必要な福祉サービス等が受けられるよう生活環境の整備を行うもの

入口支援
軽微な犯罪をして起訴猶予となり釈放されたり、刑事裁判で執行猶予（保護観
察に付されるものを除く。）などになった高齢者、障がい者に対する住居確保や
生活面、福祉面の支援を行うこと

矯正施設
犯罪を行った者や非行のある少年を収容し、改善更生のための処遇等を行う

施設。刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院、少年鑑別所など

矯正就労支援情報センター室（コレワーク）
法務省が所管する機関で、出所後の就労が決まっていない受刑者等の取得資

格、帰住地、出所予定時期等の情報を管理し、雇用を希望する事業主に対して、
その雇用ニーズに適合する者を収容している施設の情報を提供するところ 

協力雇用主
犯罪をした者又は非行少年の自立及び社会復帰に協力することを目的として、

犯罪をした者等を雇用し、又は雇用しようとする民間の事業主 

居住支援協議会
住宅確保要配慮者（低額所得者、高齢者、障がい者等入居を拒まれやすい等に
より、住宅の確保について配慮が必要な方）が民間賃貸住宅へ円滑に入居できる
環境を整備することを目的に設立した組織

刑事施設
矯正施設のうち、刑務所、少年刑務所、拘置所のこと

あ行 

か行 
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刑事司法機関
 警察、検察庁、裁判所、矯正施設、保護観察所のこと 

刑法犯 
凶悪犯、粗暴犯、窃盗犯、知能犯、風俗犯、その他の刑法犯のこと

更生緊急保護
 刑事上の手続等による身体の拘束を解かれた人について、保護が必要である
と認められる場合には、本人の申出に基づき、緊急的に、必要な援助など保護の
措置を実施することにより、速やかな改善更生を図るもの

更生保護
犯罪をした者や非行少年を社会の中で適切に処遇することにより、その再犯

を防ぎ、非行をなくし、これらの人たちが自立し改善更生することを助けること
で、社会を保護し、個人と公共の福祉を増進しようとする活動 

更生保護施設
犯罪をした者や非行少年で帰るところがない人などに居場所を提供して立ち

直りを支援する施設。全国に１００を超える施設があり、市内には１か所ある。 

更生保護女性会
女性としての立場から地域の犯罪予防活動と、犯罪をした人や非行少年の更

生支援活動を行うボランティア団体であり、非行問題等を話し合うミニ集会や
子育て支援など様々な活動を実施している。 

国選弁護人
勾留中の被疑者や被告人が貧困などの理由で弁護人を選任できない場合に、

被疑者・被告人の請求または職権により裁判所が選任する弁護人 

社会福祉士
 身体的・精神的・経済的なハンディキャップのある人から相談を受け、日常生
活がスムーズに営めるように支援を行ったり、困っていることを解決できるよ
うに支えたりする社会福祉専門職の国家資格 

さ行 
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社会を明るくする運動 
犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの改善更生について理解を深め、それ

ぞれの立場において力を合わせ、犯罪や非行のない安全・安心な地域社会を築く
ための全国的な運動 

生活困窮者自立支援事業
就労の状況、心身の状況、地域社会からの孤立等、様々な要因によって経済的
に困窮し、又はそのおそれのある者に対して、経済的自立や日常生活の自立、社
会的自立のための様々な支援を早期的、包括的に行う事業

セーフティネット住宅
「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」（住宅セー
フティネット法）の改正により創設された住宅確保要配慮者（低額所得者や高齢
者、障がい者等であることを理由に入居を制限されやすい方）の入居を拒まない
住宅として登録された住宅

地域移行
犯罪をした者等が地域（地元や新たな再出発の場所）で地域住民に支えられな
がら生活すること。 

地域生活定着支援センター
 高齢または障がいを有するため、福祉的な支援を必要とする矯正施設出所者
について、出所後直ちに福祉サービス等に繋げるために都道府県ごとに設置さ
れている支援機関。令和３年度からは高齢または障がいのある被疑者・被告人等
を支援する業務が新たに開始された。 

地域包括支援センター
 高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を送ることができるよう、介護・福
祉・保健・医療など様々な相談を受ける総合相談窓口で、市内には全ての中学校
区に計 28か所設置している。 

出口支援
 矯正施設を出所する人に対し、住居確保や就労支援、福祉サービスの利用の調
整などの社会復帰に向けた支援を行うこと

た行 
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独自調整
生活環境調整のうち、矯正施設が主体となって行う調整で一般調整や特別調

整以外のもの 

特定非営利活動法人愛知県就労支援事業者機構
協力雇用主会の事業に対する助成や、雇用奨励金の支給に加え、行政による委
託事業を受託して、保護観察・更生緊急保護の対象者等の更生に向け、就職活動
支援や職場定着支援等の就労支援事業を行う団体

特別調整
 生活環境調整のうち、高齢（おおむね６５歳以上）又は障がいを有する受刑者
等であって、かつ、適当な帰住予定地が確保されていない者を対象として、特別
の手続に基づき、帰住予定地の確保その他必要な介護、医療、年金等の福祉サー
ビスを受けることができるよう生活環境の整備を行うもの

ＢＢＳ会
兄や姉のような身近な存在として非行など様々な問題を抱える少年たちと触

れ合って、悩みの相談を聞いたり一緒にレクリエーション活動等を行ったりす
るともだち活動や非行防止のための活動など様々な活動（BBS 運動 Big 
Brothers and Sisters Movement）を実施する青年のボランティア団体

微罪処分
 犯罪事実が極めて軽微で、かつ、検察官から送致の手続きをとる必要がないと
あらかじめ指定されたものについて、刑事手続きを終了させる処分

保護観察
犯罪をした者又は非行少年が、社会の中で更生するように、保護観察官及び保
護司による指導監督と補導援護を行うもの

保護司
犯罪をした者や非行少年の立ち直りを地域で支えるボランティアで、法務大

臣から委嘱を受けた非常勤の国家公務員。保護観察の実施、生活環境の調整、犯
罪予防活動等の更生保護に関する活動を行う。

よりそい弁護士制度
身柄拘束を受けた被疑者・被告人や受刑者の釈放後の社会復帰・再犯防止のた
めの弁護士の活動を愛知県弁護士会が支援する制度

は行 

や行 
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